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インド 

中小零細企業・省エネ支援事業 

外部評価者：アイ・シー・ネット株式会社 大西 由美子 

０．要旨 

インドでは急速な経済成長に伴い、エネルギー消費量が増加しており、省エネの促

進を通じてエネルギー利用の効率化を進めることが急務となっていた。本事業は同国

の中小零細企業に対し、省エネの取り組みに必要な中長期資金を供与するとともに、実

施機関や仲介金融機関の融資能力強化を支援しつつ、中小零細企業の省エネに対する意

識向上を促すもので、同国の開発政策・開発ニーズ・日本の援助政策との整合性があり、

事業実施の妥当性は高い。本事業においては、金融機関の省エネ審査能力などの強化におけ

る研修の効果は限定的である。しかし、省エネ融資を通じたエネルギー消費削減量の実績

が計画を大きく上回っており、その結果、環境改善におけるインパクトが見られる。

中小零細企業の持続的発展という観点からも一定の収益性の向上、さらには省エネへ

の取り組みを通した競争力の強化が認められる。本事業の実施により概ね計画通りの

効果の発現が見られ、有効性・インパクトは高い。また、事業費・事業期間ともに計

画内に収まっており、効率性も高い。持続性については、維持管理の体制・技術面で

は特に問題ないが、一部参加金融機関の財務状況と本事業の二次貸付や債務返済のモ

ニタリングが実施できない状況を考慮すると、本事業によって発現した効果の持続性

は中程度である。 

以上より、本プロジェクトの評価は非常に高いといえる。 

 

１．案件の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  融資によりエンドユーザーが購入    エンドユーザーが生産する 

  した省エネ機械（製紙業）         自動車部品 

 

1.1 事業の背景 

 インドでは急速な経済成長に伴い、エネルギー消費量が増加しており、今後のエネ

ルギー安定供給や環境保全のためには、省エネを通じたエネルギー利用の効率化を進
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めることが急務となっていた。同国の中小零細企業を含む製造業がエネルギー消費に

占める割合は総エネルギー消費量の 4～5 割1とされているが、中小零細企業において

は、設備の老朽化などにより、大企業と比べてエネルギー利用の効率が悪いと指摘さ

れ、エネルギー利用効率改善の余地が大きいとされていた。 

これに対しインド政府は、省エネ法や総合エネルギー政策の制定などによるエネル

ギー利用の効率化を促進し、中小零細企業育成法などに基づく中小零細企業への優先

的な融資などを進めてきた。しかし、中小零細企業においては、省エネの設備を導入

するための資金調達能力や技術・ノウハウが限られていることや、省エネの重要性に

対する意識が低いこともあり、省エネへの取り組みは依然として遅れていた。 

 

1.2 事業概要 

インドの中小零細企業に対し、省エネの取り組みに必要な中長期資金を供与するとと

もに、実施機関であるインド小企業開発銀行（Small Industries Development Bank of India: 

SIDBI）やその他の仲介金融機関の融資能力強化を支援し、中小零細企業の省エネに対す

る意識向上を促すことにより、中小零細企業による省エネの推進を図り、もって同国の

エネルギー利用の効率化促進を通じた環境改善や持続的な経済発展、気候変動対策に寄

与するものである。 

 

円借款承諾額／実行額 30,000 百万円／30,000 百万円 

交換公文締結／借款契約調印 2008 年 10 月 ／2008 年 11 月 

借款契約条件 金利 0.3％、返済 15 年（うち据置 5 年）、 

アンタイド  

借入人／実施機関 インド小企業開発銀行／同左（インド大統領保証） 

貸付完了 2010 年 11 月 

関連事業 円借款 

・小企業育成事業(1)～(6) 

・インド中小零細企業・省エネ支援事業（フェー

ズ 2）（2011~2014 年） 

他機関案件など 

・Micro, Small and Medium Enterprises Financing and 

Development Project （IBRD と KfW による協調

融資、DFID と GIZ による技術支援） 

・Financing Energy Efficiency Project in Micro, Small 

and Medium Enterprises Sector (KfW) 

  

                                                        
1 出所：インド政府第 12 次 5 カ年計画 
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2．調査の概要 

2.1 外部評価者 

 大西 由美子（アイ・シー・ネット株式会社） 

 

2.2 調査期間 

 今回の事後評価にあたっては、以下の通り調査を実施した。 

 調査期間：2012 年 9 月～2013 年 7 月 

 現地調査：2012 年 12 月 1 日～12 日、2013 年 2 月 17 日～25 日 

 

2.3 評価の制約 

事後評価においては、本事業の融資を受けたエンドユーザー企業の省エネ効果や融

資への満足度などについて調査するため、エンドユーザーを対象に聞き取りまたは質

問票調査を実施した。本事業のエンドユーザー約 3,000 社に対し本事後評価のサンプ

ル数は 45 社となっている。加えて、エンドユーザー企業の多くは本事業が円借款によ

り実施されていることを認識していなかったため、調査への協力を断られるケースも

多くあった。有効性やインパクトの一部の評価は、このような制約の中で入手できた

エンドユーザーからの情報をもとに行われており、事業全体の状況を反映していると

は必ずしもいえない。 

 

3．評価結果（レーティング：A
2） 

3.1 妥当性（レーティング：③3） 

3.1.1 開発政策との整合性 

(1) 省エネ推進 

 本事業の審査時、インド政府は第 11 次 5 カ年計画（2007 年 4 月～2012 年 3 月）に

おいて、「2017 年までに 20％のエネルギー利用の効率化を達成する」との目標を掲げ

ていたほか、2006 年に発表された総合エネルギー政策において、省エネを通じたエネ

ルギー需要の抑制を推進する方針を示していた。さらに、2008 年に発表された国家気

候変動アクションプランでは、既に実施中の電力省エネルギー効率局によるエネルギ

ー利用の効率向上への取り組みに加え、市場メカニズムの導入、優遇税制、省エネ機

器への減税などについて検討する方針が示されていた。本評価時に発表された第 12

次 5 カ年計画（2012 年 4 月～2017 年 3 月）においては、同国の経済成長と持続的な環

境保全の両立を図るために、あらゆる場面で省エネの推進が必要であるとされており

事後評価時点でも本事業の妥当性は維持されている。 

 

 

                                                        
2 A：「非常に高い」、B：「高い」、C：「一部課題がある」、D：「低い」 
3 ③：「高い」、②：「中程度」、①：「低い」 
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(2) 中小零細企業振興 

第 11 次 5 カ年計画において、同国政府は中小零細企業を経済成長の鍵と位置づけて

おり、15％の年間成長率を同計画期間中の目標としていた。第 12 次 5 カ年計画におい

ても中小零細企業の成長を重要視しており、中小零細企業の生産性や競争力の向上、

技術改良や輸出促進を目標としている。なお、同国では、2006 年に制定された中小零

細企業育成法により、従来対象外であった中企業が同法に基づく中小零細企業の定義

に追加され、同国政府が支援対象とする中小零細企業の概念が拡大された。 

 以上より、審査時、事後評価時ともに本事業と開発政策との整合性は高い。 

 

3.1.2 開発ニーズとの整合性 

本事業の審査時、同国では急速な経済成長に伴い、製造業におけるエネルギー消費

が年 7％の割合で続いており4、今後のエネルギー安定供給と環境保全のためには、省

エネの促進を通じたエネルギー利用の効率化を進めることが急務となっていた。なか

でも中小零細企業は、省エネへの設備投資が遅れていることや設備の老朽化などによ

り、エネルギー利用の効率が悪く改善の余地が大きいとされていた。これに対し同国

政府は、エネルギー利用の効率化を促進し、中小零細企業育成法に基づく中小零細企

業への優先的な融資などを進めてきていた。しかし、中小零細企業においては、省エ

ネ設備を導入するための資金調達能力や技術・ノウハウが限られていることや、その

重要性に対する意識が低いこともあり、省エネへの取り組みが依然として遅れている

とされていた。 

2009 年の中小零細企業省の報告によると、公的銀行からの中小零細企業向け融資は

2000 年の 4,604 億ルピーから 2009 年には 1 兆 8,521 億ルピーに増加したが、同期間に

おける中小零細企業への総貸出は融資総額の 12.5%から 10.9%に減少しており、中小

零細企業への貸出の割合が融資の増加に見合っていない状況である。2011 年に国連工

業開発機関（UNIDO）がインドの中小零細企業を対象に行った調査では、依然として

融資アクセスの難しさがエネルギー利用の効率化の最大の妨げとして挙げられており、

中小零細企業を対象とした省エネ融資の強化が重要であることがわかる5。なお本事業

の事業期間は、中小零細企業の多大な資金需要に応えるため予定金額の貸付が計画よ

り早く完了している（詳細は効率性の項を参照）。以上のことから、中小零細企業にお

ける省エネ融資を強化するニーズは事後評価時点に至るまで高いといえる。 

 

3.1.3 日本の援助政策との整合性 

日本の対インド国別援助計画（平成 18 年度）では、重点目標として「貧困・環境の

改善」が定められている。国際協力機構（JICA）は、「環境・気候変動対策への支援」

                                                        
4
 出所：インド政府第 12 次 5 カ年計画 

5
 “Approach to energy efficiency among micro, small and medium enterprises in India: Result of a field 

survey,” UNIDO Working Paper 8/2011. 
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を援助重点分野とし、産業分野での省エネ技術導入を支援する方針としている。中小

零細企業を対象に省エネを目的とした中長期資金の供与を行った本事業は、日本の援

助政策と合致している。 

  以上より、本事業の実施はインド政府の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と

十分に合致しており、妥当性は高い。 

 

3.2 有効性6（レーティング：③） 

本事業は、借入人で実施機関でもあるインド小企業開発銀行（SIDBI）からエンドユ

ーザーの中小零細企業に転貸を行うツーステップローン、または SIDBI から仲介金融

機関を通して中小零細企業に転貸を行うスリーステップローンという形で、中小零細

企業に省エネの設備投資など（サブプロジェクト）のために融資を行うものである。 

 

 

 

 

 

図 1 本事業の融資スキーム 

 

円借款によるツーステップ・スリーステップローンに加え、本事業では技術支援コ

ンサルタントを導入し、中小零細企業の省エネへの取り組みに対する啓発活動や省エ

ネ機器リストの作成・更新7、さらに SIDBI や仲介金融機関に対する省エネ融資の審査

能力強化などを行った（技術支援の詳細については効率性の項を参照）。 

 

3.2.1 定量的効果（運用・効果指標）8
 

本事業の運用効果指標として事業開始後にエネルギー消費削減量などの目標値を算

定することとなっていた。しかし、SIDBI や技術支援コンサルタント9によると、業種

や導入する機器によりエネルギー消費量が異なること、また本事業の融資が様々な業

種・省エネ機器に当てられることから、本事業によるエネルギー消費削減量の算定が

不可能であったため目標値は設定されなかった。ただし、審査時の資料には、第 11

次 5 カ年計画に示されている「2017 年までに 20％のエネルギー利用の効率化を達成す

る」との政策目標に基づき、本事業によるエネルギー消費削減量の目安は 10％程度と

いう記載があり、この数値が目標値の目安となりうる。本事業で導入された省エネ機

                                                        
6 有効性の判断にインパクトも加味して、レーティングを行う。 
7 省エネ機器リストは、本事業に参加した金融機関の職員や中小零細企業向けに融資対象となる省

エネ機器とその性能、機器のサプライヤーなどの情報を掲載したもの。 
8 本報告書で示す本事業の融資実績及びエネルギー消費削減量の数値は全て一次貸付の実績である。 
9 本事業のために円借款対象外で雇用されたコンサルタント。本事業の第 2 フェーズにおいても従

事している。 

JICA SIDBI 

仲介金融機関 中小零細企業 

中小零細企業 
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器によるエネルギー消費削減量は、以下の通り10。 

 

表 1 本事業によるエネルギー消費削減量 

平均エネルギー消費削減率 35.67% 

年間電力消費削減量 477.71MkWh 

年間火力消費削減量 446,474.00MkCal 

出所：SIDBI（質問票調査） 

   

審査時のエネルギー消費削減量の目安は 10％程度とされており、本事業による平均

エネルギー消費削減率が 35.67％であることを考えると、事業審査時に想定されてい

た効果を上回るエネルギー消費量の削減がされたといえる。インド産業連盟の調査に

よると、省エネを通じた中小零細企業の潜在的エネルギー消費削減量は年間 1,000MW

と試算されている11。一方で、本事業による年間電力・火力消費削減量を MW に変換

すると 119MW となる12。本事業による年間消費削減量が、中小零細企業による潜在的

エネルギー消費削減量の 12％に及ぶことになり、本事業のエンドユーザーが同国の中

小零細企業に占める割合が 1％未満であることを考慮すると、本事業によるエネルギ

ー消費削減量の効果が高かったことがわかる13。  

 

3.2.2 定性的効果 

（1）中小零細企業における省エネに対する意識の向上 

事後評価時には、本事業のエンドユーザー企業 45 社を対象に聞き取り・質問票調査

を行い、本事業の融資に至った理由、金融機関からのサービスに対する満足度などに

ついて調査を行った14。調査の結果、45 社のうち 42 社のエンドユーザー企業が本事業

の実施前から省エネに対する意識があったと回答した。エンドユーザー企業の経営者

はみな大卒以上であるなど学歴が高く、また産業別に汚染物質の排出基準などが同国

の公害防止法に定められており、企業はそうした基準を遵守する義務があるため、環

境保全やエネルギー効率化への意識が高いと考えられる。本事業の啓発活動に参加し

たのは、回答のあった 45 社中 15 社であり、そのうち 13 社は、啓発活動により意識が

                                                        
10 67 件のサンプルサブプロジェクトをもとに算定。省エネ機器導入前後の電力・火力消費量を確

認し、各サンプルサブプロジェクトのエネルギー消費削減量を算定した。その数値を類似サブプロ

ジェクトに用いて事業全体のエネルギー消費削減量の合計値を推定した。 
11 “Energy Efficiency – India” Confederation of Indian Industry, 2005. 
12 換算方法（本事業受益企業分）：①年間電力消費削減量 477.71M kWh=477,710,000 kWh/24（時間/

日）/350（稼働日/年）/1,000（kw/Mw）=56.87MW ②年間火力消費削減量 446,474M 

kCal=446,474,000,000 kCal/860 (kCal/kWh)/24（時間/日）/350（稼働日/年）/1,000（kw/Mw）=61.80 MW 。

①＋②=118.76MW 
13 本事業の受益企業数は 3,000 社程度。中小零細企業省の推定によると 2010 年度の同国の中小零細

企業数は 3,100 万社とされている。 
14 サンプルは、本報告書末尾のコラムにある通り、現地日系企業との取引実績のあるデリー、バン

ガロールの自動車部品産業のエンドユーザー企業を中心に選定。連絡をとった 83 社のうち聞き取

り・質問票調査の依頼に応じてくれたエンドユーザー企業 45 社を対象に実施した。 
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さらに高まったと回答している。SIDBI によると、中小零細企業における省エネ機器

の導入は技術の転換や生産規模の拡大を伴うため、一部中小零細企業からはためらい

の声もあった。しかし、啓発活動を通じて中小零細企業が率先できる省エネへの取り

組みやその便益への理解が深まり、省エネ融資を受けるに至ったという例もある。 

 

（2）金融機関（実施機関や仲介金融機関）の中小零細企業向け省エネなど融資審査能力

の強化 

本事業において SIDBI は 2,000 件以上のサブプロジェクトへの融資を行った。同行

によると、本事業の実施を通じ、融資審査担当職員は省エネ事業の融資審査をより効

率的・効果的に行えるようになったとのことである。また、組織レベルでは融資審査

プロセスや貸付実行の効率化が認められるとのことであるが、融資審査にかかる日数

の短縮など具体的な変化は把握できていない。SIDBI においては 48 支店が本事業に参

加しており、サブプロジェクト融資件数と支店は表 2 の通りである。なかには 100 件

以上のサブプロジェクトを融資した支店もあるが、10 件未満の融資実績のみである支

店も多いことがわかる。 

 

表 2 サブプロジェクト融資実績と該当 SIDBI 支店数 

融資件数 支店数（店舗） 

100 件以上 3 

80～99 件 2 

60～79 件 1 

50～59 件 1 

40～49 件 5 

30～39 件 4 

20～29 件 5 

10～19 件 8 

10 件未満 18 

出所：SIDBI 

注：上記融資実績はタクシー協会を通じて供与された 

838 件のサブプロジェクトを除く。 

 

また SIDBI や仲介金融機関の能力強化を目的に、技術支援コンサルタントによりク

リーン開発メカニズム（Clean Development Mechanism: CDM）15と省エネ融資の研修が

それぞれ 2 回開催された。研修参加者は主に SIDBI の職員であった。研修では、省エ

ネ技術やケーススタディの紹介が行われた。研修のコンテンツ作成や会場確保などの

調整に時間を要したため、計 4 回の研修は全て事業完了後の 2011 年に開催されたが、

これは定義上の事業期間外になる。特に、研修が全て事業完了後に開催されているこ

とから本事業の第 1 期における SIDBI 職員の審査能力の向上につながったとはいえな

                                                        
15 CDM は、地球温暖化防止のため京都議定書に規定されている温室効果ガス削減のためのメカニ

ズムの一つ。CO2排出量の枠が決まっている先進国が、削減しきれない分について、排出枠に満た

ない途上国と排出量を取引することができる。 
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い。研修内容が省エネ技術やケーススタディの紹介であったことから、事業初期の段

階で実施されれば有益であった。 

以上より、本事業による SIDBI や仲介金融機関職員の中小零細企業向け省エネなど融

資審査能力の強化は限定的であったと考えられる。 

 

（3）エネルギー利用の効率化増進 

 事後評価時の調査の結果、エンドユーザー企業 45 社中 17 社が、サブプロジェクト

実施以外にも電力消費量を定期的にモニタリングしたり、CFL 電球16を導入するなど

独自のエネルギー効率化に向けた取り組みを行っていることがわかった。省エネ融資

で導入した機器による省エネ効果や製品の品質向上に満足し、再び省エネ融資を利用

した SIDBI の顧客は 100 社以上にのぼる。 

 

3.3 インパクト 

3.3.1 インパクトの発現状況 

3.3.1.1 環境改善 

環境改善への融資としては、SIDBI からの融資を利用してタクシー協会が 800 台以

上の天然ガスタクシーを調達した例がある。また、仲介金融機関のひとつであるデリ

ー金融公社（Delhi Financial Corporation: DFC）は、本事業の融資を利用して 500 台以

上のディーゼルオートリキシャーを液化石油ガス（LPG）を用いるタイプに転換して

いる。天然ガスや LPG は、ディーゼルの燃料と比較して燃焼後の有害ガスの排出量が

少ないとされており、本事業は環境改善に一定程度寄与したといえる。 

 

3.3.1.2 持続的な経済発展 

（1）対象中小零細企業の収益性と競争力の向上 

聞き取り・質問票調査への回答のあった企業 45 社のうち 42 社から本事業の融資は

企業の業績向上に貢献しているとの回答があった。うち 33 社が省エネ機器の導入によ

る製品の品質向上や、顧客からの信頼性が向上したことにより、新規契約を獲得でき

たことや、生産工程が効率化されたことによりビジネス規模が拡大できたことを本事

業の効果にあげている。 

サブプロジェクト実施前後のエネルギー消費量や価格について情報を取っている企

業は少なく、本事業期間中に電力の単価が値上がりしているため、実質的な燃料費の

変化は算定できない。しかし、エネルギー消費の削減により同じ生産量に対し、省エ

ネ機器導入後のほうが燃料費が削減されていると考えられる。このようなエネルギー

効率化を通じたコスト削減や品質向上は、近年、国内のみならず海外からの競争にさ

らされている中小零細企業の競争力の向上に貢献したと考えられる。例えば、本事業

のエンドユーザーでありダンボール箱を製造する A 社では、本事業の融資を利用して

                                                        
16 電球型蛍光灯。白熱灯と比べ、省エネ効果が高い。 
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ダンボール箱の生産過程を自動化する省エネ機器を導入した。表 3 に示す通り、省エ

ネ機器の導入によりエネルギー消費量が削減され、さらには電気代が削減された。同

社の 1 ダンボールあたりの生産にかかる電気代は約 4 割削減され、導入された省エネ

機器による生産工程の自動化により生産性も約 8 倍まで増加している。 

 

表 3 A 社のエネルギー消費量と電気代 

 事前 事後 

エネルギー消費量（ダンボール 1 トン当たり） 78.00kWh 49.00kWh 

電気代（1 ダンボールあたり） Rs. 0.40 Rs. 0.25 

 出所：当該企業 

 

（2）新規雇用創出 

本事業の融資を利用した省エネ機器の導入により、生産技術の高度化や効率化によ

る雇用削減の傾向も考えられるが、本事後評価でのエンドユーザー企業への調査では、

回答のあった 45社のうち約 3分の 2の企業においてサブプロジェクト実施後に従業員

数が増えていることがわかった。SIDBI によるとそのエンドユーザー企業 2,133 社の

うち 34％が本事業の融資を新規ビジネス設立に利用しており、新規ビジネスを設立し

新たに従業員を雇用したことも合わせて考えると、本事業は雇用創出に貢献したとい

える。 

 

3.3.1.3 気候変動対策への寄与 

SIDBI やエネルギー効率局への聞き取りでは、本事業による気候変動対策に関する

法律や環境基準などに与えた影響は確認されない。 

 

3.3.2 その他、正負のインパクト 

SIDBI や仲介金融機関によると、JICA の「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガ

イドライン」（2002 年 4 月。以下、環境社会配慮ガイドライン）について、融資審査

時にエンドユーザー企業に対して説明を行っている。また、融資対象サブプロジェク

トは、貸出以前に同国の公害防止局の定めに基づいて必要な認可を取得し、その認可

証明書を金融機関に提出することが求められている。本事業のサブプロジェクトは

JICA の環境社会配慮ガイドラインを考慮して審査されており、負のインパクトは発生

していないと見られる。なお、本事業において住民移転を伴う用地取得も発生してい

ないとのことである。 

 

本事業においては、SIDBI・仲介金融機関の省エネ審査能力の強化において研修による効

果は限定的である。しかし、省エネ融資を通じて中小零細企業におけるエネルギー消費削

減量の実績が大きく計画を上回っており、省エネへの取り組みにより環境改善におけ
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るインパクトが見られる。中小零細企業の持続的発展という観点からも事業実施後に

一定の収益性や生産性の向上、さらには省エネへの取組みを通して競争力の強化も認

められる。以上より、本事業の実施により概ね計画通りの効果の発現が見られ、有効

性・インパクトは高い。 

 

3.4 効率性（レーティング：③） 

3.4.1 アウトプット 

3.4.1.1 融資スキーム 

図 1 で示した通り、本事業は、借入人である SIDBI からエンドユーザーに対する転

貸を通じたツーステップローンあるいは SIDBIから仲介金融機関を通して転貸するス

リーステップローンにより、中小零細企業に中長期資金を供与するものであり、その

点は審査時の計画と実績に変更はない。本事業に参加した金融機関と融資実績は以下

の通り。 

表 4 本事業の仲介金融機関と融資実績 

金融機関17 融資件数 融資額実績（千万ルピー） 

SIDBI 2,133 883 

IREDA 25 200 

APSFC 35 69 

DFC 586 6 

KSFC 134 55 

TIIC 151 50 

WBSFC 15 15 

SB 460 405 

合計 3,539 1,683 

  出所：SIDBI 

 

SIDBI は国内の支店が 103 店舗と限られているため、本事業に仲介金融機関の参加

を図ることでより広範囲に事業の融資を行うことができた。アンドラプラデシュ州金

融公社（Andhra Pradesh State Financial Corporation: APSFC）やカルナタカ州金融公社

（Karnataka State Financial Corporation: KSFC）のように州金融公社の多くは、SIDBI

と比較して特定地域におけるネットワークが広く地域企業との関係がより密接である

                                                        
17 仲介金融機関の省略名称は以下の通り。 

IREDA （インド再生可能エネルギー開発公社、Indian Renewable Energy Development Agency）  

APSFC （アンドラプラデシュ州金融公社、Andhra Pradesh State Financial Corporation） 

DFC （デリー州金融公社、Delhi Financial Corporation） 

KSFC （カルナタカ州金融公社、Karnataka State Financial Corporation） 

TIIC （タミルナドゥ州産業投資会社、Tamil Nadu Industrial Investment Corporation） 

WBSFC （西ベンガル州金融公社、West Bengal State Financial Corporation） 

SB （シンディケート銀行、Syndicate Bank） 
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ことから、より多くの顧客を開拓することができたとみられる。 

 

3.4.1.2 融資対象サブプロジェクト 

本事業は、全国の中小零細企業を対象とし、SIDBI や仲介金融機関の融資審査を通

った中小零細企業に貸付が行われた。2006 年に制定された中小零細企業育成法に基づ

く定義は以下の通り。 

             表 5 中小零細企業の定義 

 零細企業 小企業 中企業 

製造業 2.5 百万ルピー未満 2.5～50 百万ルピー未満 50～100 百万ルピー未満 

サービス業 1.0 百万ルピー未満 1.0～20 百万ルピー未満 20～50 百万ルピー未満 

*分類は設備投資規模に基づくもの。 

出所：インド政府  

 

融資対象となるサブプロジェクトは、本事業のために作成され、本事業の融資対象

として認められる省エネ機器・活動リストに掲載されている設備などへの投資である。

武器、麻薬取引、その他非合法な業種以外は融資対象となる業種に制限はなく、エネ

ルギー多消費産業が中心となった。実際に貸付を行った業種は自動車部品・繊維・食

品・医療機器など多様な産業が含まれている。特に SIDBI からは自動車部品・繊維・

エンジニアリング・鋳鉄・鍛造といった業種への貸付が多かった。実施機関からの直

接融資の地域別融資比率は以下の通り。国内でも産業の盛んな北部や西部地域の中小

零細企業への貸付が 8 割を占めている。 

 

 
    出所：SIDBI  

図 2 SIDBI の地域別融資比率（金額ベース） 

 

3.4.1.3 融資条件 

審査時の計画では、金利や返済期間などの貸付条件については、原則として SIDBI

や仲介金融機関により自由に設定されることとなっていた。実際に、SIDBI では円借

款による低い調達コストを利用して通常金利より数パーセント低い金利で貸出を行う

ことで、中小零細企業における省エネ機器導入のインセンティブを高めることができ

た。事業期間中の SIDBI からエンドユーザー企業への貸出金利は 10％から 12％であ

った。仲介金融機関のエンドユーザー向け金利は 11％から 14％程度であった（SIDBI
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と仲介金融機関の対エンドユーザー融資条件については主要計画／実績比較表を参照

のこと）。  

エンドユーザー調査（回答 45 社）では、56％の回答者が低金利の融資が省エネ融資

を受けるきっかけになったとしている。また、本事業の融資条件では、既存のエネル

ギー効率の悪い機器を省エネ機器と転換することに限定せず、追加機器の導入にも省

エネ融資の利用を認めたことも中小零細企業への融資促進につながったとみられる18。 

 

3.4.1.4 技術支援 

本事業では、技術支援コンサルタントを導入し、以下の活動を実施した。 

 

（1）中小零細企業の省エネへの取り組みに対する啓発活動 

SIDBI によると、中小零細企業の省エネへの取り組みに対する啓発活動は、本事業

期間中に 28 回開催された。事業開始時にエネルギー多消費や省エネ能力といった基準

をもとに国内に存在する産業クラスターを選定し、本事業による融資スキームや当該

産業における省エネへの取り組み、特定産業における省エネの可能性についての情報

提供などを行った。啓発活動は省エネ融資スキームの宣伝として活用され、特に本事

業後半においては、産業クラスターの代表者や公認会計士、エネルギー監査人など中

小零細企業への影響力の大きい人物を中心にフォーカス・グループ・ディスカッショ

ンを開催することで、より効果的な省エネ融資の促進を図った。SIDBI の各支店にお

ける本事業の融資件数を見ると、啓発活動を行った地域ではサブプロジェクト数が比

較的多くなっている。例えば、啓発活動が実施された地域を管轄する支店 23 店舗のう

ち 20 件以上のサブプロジェクトへの融資実績があるのは 17 店舗である。本事業に参

加したが、啓発活動を実施していない地域を管轄する支店は 25 店舗であり、うち 4

店舗のみが 20 件以上の融資実績をもっており、啓発活動の効果がうかがわれる。 

 

（2）省エネ機器・活動リストの作成・更新 

省エネ機器リストはインド国内初の試みとして作成され、繊維・自動車部品・食品

加工・製鉄・製薬・印刷など幅広い分野で省エネの機器と技術を掲載した。既存の政

府省エネ関連事業や省エネ機器のサプライヤー、中小零細企業からの情報をもとに、

本事業の融資対象となる省エネ機器・技術の規格やサプライヤー情報を掲載している。

本リストに掲載されている省エネ機器は、同国の中小零細企業のエネルギー消費事情、

ビジネスの規模、技術などに考慮して選定されたものである。特に、省エネ機器のサ

プライヤーをもとに、国内の販売ネットワークや品質管理認証（ISO9000）取得の有

無などを考慮して選定した。また、掲載されている省エネ機器の一部については、本

                                                        
18 SIDBI によると、他ドナーによる類似事業では、短期的な省エネ効果を重視し、既存のエネル

ギー効率の悪い機器を廃棄することを条件とする省エネ融資スキームもあるが、当該スキームは足

が遅いとのことである。 
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事業期間中に利用者を訪問し、その効果などについて確認調査を実施した。本リスト

の掲載情報は本事業期間中に 10 回更新された。本リストは、金融機関の融資審査担当

者や中小零細企業に融資対象となる省エネ機器とその性能などについて情報提供を行

う目的で作成された。特に、金融機関の職員にとっては省エネ融資が適用されるかど

うかを融資審査以前に判断するツールとして大いに役立った。ただし、事後評価時の

省エネ機器サプライヤーへの聞き取りでは、本事業と省エネ機器リストの存在を知ら

ないサプライヤーもいた19。 

 

（3）CDM 適用関連手続き支援 

技術支援コンサルタントは、本事業の CDM 適用関連手続きを支援した。インド国

内で 4 つの産業クラスター20を選定し、クラスター単位での CDM 事業形成の可能性を

探った。うち 1 件を CDM 案件として登録するため、プロジェクト設計書を作成した。

CDM 事業の形成は時間を要するため、事後評価時点において CDM の登録申請はされ

ていないが、技術支援コンサルタントによると今後、手続きを進めていくとのことで

あった。しかし、景気低迷などの影響により温室効果ガスの排出量が減少傾向にある

こと、それにともない炭素クレジットへの需要が減り、排出権取引価格も下がってい

る今般の CDM 市場の動向を考えると、申請されるかは不明である。  

 

（4）その他 

上記以外にも、技術支援コンサルタントは環境社会面の影響のモニタリング、省エ

ネ効果の算定、実施機関・仲介金融機関の省エネ融資審査能力強化を支援した21。 

 

3.4.2 インプット 

3.4.2.1 事業費 

審査時の事業費は 31,593 百万円（うち円借款 30,000 百万円）であり、実績は 31,228

百万円と計画内に収まった。 

 

                                                        
19 本事業の存在を知っていれば、より中小零細企業のニーズに即した機器の紹介をできるし、顧

客の中小零細企業に金融機関の融資制度を紹介しているので知らせてほしかったという声がサプラ

イヤーから聞かれた。 
20 本事業で CDM 事業の可能性が高いとされ選定されたのは、鋳鉄・圧延・窯業・製鋼の産業クラ

スター。 
21 環境社会面の影響モニタリングでは、革製品や溶鉱炉を利用している企業など比較的環境への

負荷が大きいとされる産業を優先し、大気汚染・騒音・水質などのサンプル調査を 20 件のサブプロ

ジェクトを対象に実施した。省エネ効果の算定と金融機関の省エネ融資審査能力強化については有

効性の項に記載した通り。 

 



 14 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

2008 2009 2010

累計融資実績 サブプロジェクト数

千万ルピー 件融資実績

 

出所：SIDBI 

図 3 融資実績 

 

3.4.2.2 事業期間 

審査時、事業期間は 2008 年 10 月～2011 年 9 月の 36 カ月とされていた。本事業で

は JICAから実施機関の SIDBI への最終貸付実行が完了と定義されていた。そのため、

事業は 2008 年 11 月に開始し、技術支援コンサルタントによる SIDBI・仲介金融機関

の能力強化研修が事業完了後も継続されていたが 2010年 11月に貸付が完了したため、

事業は審査時の計画より 11 カ月早く完了したことになる。啓発活動を通じた省エネ融

資スキームの宣伝や対象仲介金融機関を広げるなどの措置により、世界的経済危機の

影響を被り事業開始当初は鈍かった中小零細企業への融資が進み、2010 年 11 月には

JICA からの貸付が完了したものである。SIDBI・仲介金融機関からエンドユーザーへ

の貸付は完了後も続いていたが、SIDBI 提供の資料によると最後の貸付は 2011 年 3 月

末までに行われており、事業期間は計画内に収まった。 

以上より、本事業は事業費、事業期間ともに計画内に収まり、効率性は高い。 

 

3.5 持続性（レーティング：②） 

3.5.1 運営・維持管理の体制  

本事業の実施機関である SIDBI は、1990 年にインドにおける小企業の発展促進を目

的に設立された開発銀行である。審査時の計画どおり、本事業実施はリソースマネジ

メント部長の全体総括のもと行われ、仲介金融機関との連携はクレジット部門長の指

揮のもと行われた。2011 年 3 月現在の SIDBI 総職員数は 1,032 人であり、全国に 103

の支店がある。本事業の担当部署として SIDBI のクレジット部門内に設置されたエネ

ルギー効率課は、2010 年 10 月以降、エネルギー効率センターとして格上げされた。

現在、12 人の職員が配属されている。本事業の融資の貸出・回収のモニタリングは同
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センターが隔週で実施している。エンドユーザー企業からの返済状況については貸出

を行った支店が担当している。同センターは今後、省エネのみならず環境や社会へ配

慮した金融サービスの提供を目指し、持続的金融部門と名称を改める予定である。 

本事業の仲介金融機関の選定においては、従来より SIDBI が主要金融機関として取

引実績を有する金融機関のうち、財務的健全性が高く、本事業実施において資金需要

が多く見込まれる中小零細企業が集積する地域をカバーできるネットワークを確保す

る観点から特に有用と認められる機関を対象に呼びかけを行った。その際には、仲介

金融機関から SIDBI への円滑な債務返済なども考慮し、SIDBI の内部レーティングの

一定基準を上回っている機関を対象とし、最終的に関心を示した 7 機関に対し貸付を

行った。この選定作業における仲介金融機関との調整は、SIDBI リファイナンス部門

と貸出を担当する SIDBI の支店が担当している。仲介金融機関における融資の貸出や

回収状況は、ほかの金融商品同様に支店レベルでモニタリングされている。仲介金融

機関からの貸出・回収状況は、仲介金融機関の本店を通じて SIDBI の担当支店、そし

てリファイナンス部門に毎月報告されている。仲介金融機関のなかでも州金融公社に

おいては、SIDBI が任命した役員が配属されており、州金融公社内の定例会などを通

じてのモニタリングも行っている。 

SIDBI・仲介金融機関ともに離職率は低く、人材不足などの問題も報告されていない。

職員はみな大卒以上の学歴を有し、金融機関内でも定期的に研修を開催しており、業

務を遂行するための知識は十分習得している模様である。 

 

3.5.2 運営・維持管理の技術 

SIDBI においては、本事業の融資審査や債権回収業務はそのほとんどが支店の管轄

である。SIDBI の報告によると、職員は日常業務を円滑に実施する能力をもっており、

継続的な職員の研修も行っている。省エネ機器リストの更新については、本事業の第

2 フェーズが実施中であり、技術支援コンサルタントが引続き更新作業を行っている。 

SIDBI の融資審査マニュアルには、中小零細企業に対する融資審査の基準などが明

示されており、その他ガイドランも含め職員に十分活用されている模様である。融資

審査の基準については表 6 に示すように金融商品別に定められている。 
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表 6 中長期貸出の融資審査基準の一例（SIDBI） 

項目 基準値 

負債比率 2:1 

元利金返済カバー率 1.5:1 

出資比率（事業費の借入企業による自己負担比率） 

新規事業 33％ 

既存事業 25％ 

資産倍率 

新規事業 1.4 

既存事業 1.3 

  CGTMSE
22により保証されている既存事業 1.2 

  サービス業 1.75 

出所：SIDBI Loan Policy 

  

融資審査時には審査対象企業の決算書の確認を行い、当該企業の過去の債務返済状

況を考慮し、最終的な貸出利率や担保が決められる仕組みとなっている。融資判断は

融資金額に応じ、SIDBI 内の異なる部署で貸出判断が下される。例えば、SIDBI から

中小零細企業への貸付では、融資金額が 1,000 万ルピー以下の場合、管轄支店の係長

に決裁権限があるが、5,000 万ルピーの場合は副支店長、さらに融資金額が大きくな

ると本店の審査委員会や理事会にて決裁される。 

仲介金融機関によると、独自の融資審査マニュアルやガイドラインを整備しており、

職員に十分活用されているとのことである。KSFC では、技術・財務・法務の観点か

ら融資審査を行っている。各支店に技術・財務・法務担当の専門家が配属されており、

内部の人材で判断が困難なケースが発生した場合、専門性を有する大学や研究機関な

ど他の組織に支援を依頼する体制も整っている。省エネ融資は、貸付対象が省エネ機

器リストに掲載されているものであることを除き、融資審査や債務回収の業務は通常

融資とほぼ同じ手続きで支店職員が行っている。本事業においては、省エネ機器リス

トを利用することで、融資審査担当職員はあらかじめ、申請されたサブプロジェクト

候補案件が融資対象となるかの判断をすることができた。 

以上のように、SIDBI と仲介金融機関は、融資審査マニュアルにおいて融資審査の

基準や決裁権限が明確化されており、技術面での問題は見られない。 

 

3.5.3 運営・維持管理の財務 

SIDBI は審査時から事後評価時まで安定的な財務状況を維持している。自己資本比

率は 20％前後であり、不良債権率は 1％未満となっている。インド最大の商業銀行、

インドステイト銀行や SIDBI の親会社である産業開発銀行の近年の自己資本比率が

10％強であること、2011年度の不良債権率がそれぞれ 1.82％と 1.61％であることから、

SIDBI の財務状況が良好であることがわかる。SIDBI と仲介金融機関の主な財務指標

                                                        
22 CGTMSE（Credit Guarantee Fund Trust for Micro and Small Enterprises）は、小規模・零細企業を対

象にインド政府が担保を保証するスキーム。 
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は以下の通り。 

 

表 7 実施機関・仲介金融機関の財務指標 

金融機関 総資本利益率（％） 不良債権率（％） 

SIDBI 2.00 0.28 

IREDA 3.30 5.31 

APSFC 2.84 2.87 

DFC 1.84 9.43 

KSFC 0.50 3.72 

TIIC 3.45 2.98 

WBSFC 1.44 15.00 

SB 0.76 2.40 

出所：各金融機関 

注：各金融機関の財務指標は 2011 年度または 2010 年度末時点のもの 

 

SIDBI の総資産利益率は 2011 年度で 2％となっており、仲介金融機関もほぼ同じ利

益率を出している。ただし、DFC と西ベンガル州金融公社（West Bengal State Financial 

Corporation: WBSFC）との不良債権率はそれぞれ 9.43％、15％である。インドの公的・

民間銀行 48 行の過去 3 年の平均不良債権率が 1％強であることを考慮すると、仲介金

融機関の財務パフォーマンスは必ずしも良好とはいえない23。ただ、仲介金融機関は

SIDBIの内部レーティング基準に基づき選定されており、WBSFCとDFCを含む、SIDBI

への返済が既に始まっている仲介金融機関においては、現在のところ返済に滞りは発

生していない。 

  

3.5.4 債務返済状況 

表 8 は既に SIDBI への返済が始まっている仲介金融機関とその債務返済状況を示す

ものである。前述の通り、不良債権率の高い DFC と WBSFC においても返済に問題は

見られない。 

                                                        
23 出所：Indian Bank’s Association 
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表 8 仲介金融機関から SIDBI への債務返済状況 

単位：インドルピー 

仲介金融機関 FY 2010 FY 2011 FY 2012 

DFC 満期額 3,148,750 1,259,000 1,259,000 

返済額 3,148,750 1,259,000 1,259,000 

WBSFC 満期額 40,098,305 38,454,401 36,105,514 

返済額 40,098,305 38,454,401 36,105,514 

SB 満期額   － 670,900,000 894,700,000 

返済額  － 670,900,000 894,700,000 

  出所：SIDBI 

 

本事業においては、スペシャルアカウントを開設した。審査時の計画では、スペシ

ャルアカウントとともにリボルビングファンドを開設し、その管理は SIDBI が行い、

その管理状況について、毎年外部監査を実施することとなっていた。SIDBI によると、

スペシャルアカウントの外部監査は毎年実施された。リボルビングファンドに関して

は、専用のアカウントを設置しなくても SIDBI のデータシステムからリボルビングの

状況を把握できるとされたため、設置は見送られた。しかし実際の管理においては、

SIDBI のシステムでは本事業の融資のみに特定した返済状況や二次貸付が把握できず、

モニタリングは行われていない。 

仲介金融機関における元本回収率は表 9 に示す通りである。表にある通り、本事業

のサブプロジェクトに関する元本回収率を把握しているのは 3 機関のみである。他金

融機関において元本回収率や延滞債権率に関する情報がモニタリングされていないの

は、2012 年 7 月に発出されたインド準備銀行の通達により、金融機関におけるこれら

の情報についての公開・報告が義務付けられなくなったためである。そのため、

SIDBI・シンディケート銀行（Syndicate Bank: SB）においては本事業のみならず組織

全体としての該当データもない状況である。 
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表 9 元本回収率 

単位：% 

金融機関 FY2009 FY2010 FY2011 

IREDA 64.82 68.01 76.73 

APSFC 72.08  82.08 77.72 

DFC 93.00 95.00 97.00 

KSFC 88.75 56.94 61.35 

TIIC 76.92 78.14 87.15 

WBSFC － 58.06 100.00 

出所：各金融機関 

注：IREDA、DFC、WBSFC の元本回収率は本事業のみのもの。APSFC、KSFC、TIIC の数字は

金融機関全体の元本回収率。 

 

以上より、本事業の維持管理は、一部仲介金融機関の財務状況と本事業融資の二次

貸付や債務返済状況のモニタリングに軽度な問題があり、本事業によって発現した効

果の持続性は中程度である。 

 

4．結論及び提言・教訓 

4.1 結論 

インドでは急速な経済成長に伴い、エネルギー消費量が増加しており、省エネの促

進を通じたエネルギー利用の効率化を進めることが急務となっていた。本事業は同国

の中小零細企業に対し、省エネの取り組みに必要な中長期資金を供与するとともに、実

施機関や仲介金融機関の融資能力強化を支援しつつ、中小零細企業の省エネに対する意

識向上を促すもので、同国の開発政策・開発ニーズ・日本の援助政策との整合性があり、

事業実施の妥当性は高い。本事業においては、金融機関の省エネ審査能力などの強化におけ

る研修の効果は限定的である。しかし、省エネ融資を通じたエネルギー消費削減量の実績

が計画を大きく上回っており、その結果、環境改善におけるインパクトが見られる。

中小零細企業の持続的発展という観点からも一定の収益性の向上、さらには省エネへ

の取り組みを通した競争力の強化が認められる。本事業の実施により概ね計画通りの

効果の発現が見られ、有効性・インパクトは高い。また、事業費・事業期間ともに計

画内に収まっており、効率性も高い。持続性については、運営・維持管理の体制・技

術面では特に問題ないが、一部参加金融機関の財務状況と本事業の二次貸付や債務返

済のモニタリングが実施できない状況を考慮すると、本事業によって発現した効果の

持続性は中程度である。 

以上より、本プロジェクトの評価は非常に高いといえる。 
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4.2 提言 

4.2.1 実施機関への提言 

(1) 本事業より融資を受けたエンドユーザー企業を見る限りでは、エネルギー消費の

削減やエネルギー利用の効率化に確実な貢献をしている。しかし、対象企業の絶対量

が国全体からみるとごくわずかであり、インド全体の環境改善には程遠い。したがっ

て、さらなるエネルギー効率化の増進と省エネによる環境問題の緩和のためには、本

事業でのアプローチや成功事例をもとに、さらに多くの中小零細企業が融資対象とな

るよう省エネ融資の仕組みづくりや追加対策を検討し、省エネ融資を継続していくこ

とが期待される。また、実施機関においては今後、エネルギー効率センターを持続的

金融部門として事業拡大する予定であり、本事業で効果が実証されたアプローチや仕

組みは類似事業においても活用することが期待される。 

 

(2) 省エネ機器リストの作成と活用は、インド国内初の試みであったが、本事業にお

ける円滑な融資審査では大いに有用であった。しかし、省エネ機器サプライヤーのな

かには、本事業について知らなかったサプライヤーも多く存在する。彼らは中小零細

企業と長い付き合いがあり、より中小零細企業のニーズに即した機器の提案をするこ

ともできるため、省エネ機器リストに掲載されているサプライヤーとのさらなる情報

共有や連携強化が望まれる。 

 

4.2.2 JICA への提言 

特になし。 

 

4.3 教訓 

(1) 本事業では、実施機関の支店ネットワークに限界があり、仲介金融機関のネット

ワークを利用して事業の促進を図った。各地域に根付いた金融機関を通すことで、実

施機関単体で事業を実施するよりも広いネットワークを活用した効率的かつ効果的な

融資の実施につながった可能性がある。 

 

(2) 本事業の省エネ融資の条件では、既存のエネルギー効率の悪い機器を省エネ機器

と転換することに限定せず、追加機器の導入にも省エネ融資の利用を認めたことも中

小零細企業への融資促進につながった。他ドナーの同様のスキームでは短期的な省エ

ネ効果を重視し、既存のエネルギー効率の悪い機器を廃棄することを条件にしている

ものもあり、実施機関への聞き取りでも本事業のスキームの優位性が指摘された。既

存機器の廃棄は、ビジネス規模が拡大しておりむしろ機器追加を必要としている中小

零細企業の状況を考慮すると魅力のない金融商品となる可能性がある。このため、融

資条件については本事業のように柔軟な対応を行うことが望ましい。 
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(3) 本事業は、円借款を技術支援と組み合わせることでより効果的にエンドユーザー

への貸出が行われた。省エネの啓発活動の開催は、啓発活動に参加した中小零細企業

の省エネの意識や関心を高めるだけでなく、具体的な取り組み例やその便益を示すこ

とで彼らの省エネへの取り組みを後押しするきっかけにもなった。また、啓発活動を

開催した地域においては、それ以外の地域と比較して中小零細企業への貸出数も多く

なっており、啓発活動による中小零細企業への融資が促進された。今後も、資金協力

を補完する形で中小零細企業のニーズに沿った技術支援の提供が望まれる。 

 

(4) 本事業においては、審査時には実施機関において二次貸付の状況を特定すること

ができるとされていたものの、実際に二次貸付をモニタリングするためのシステムが

存在しない。また一次貸付の返済状況を必ずしも把握できるようにはなっていない。

ツーステップローン事業では、二次貸付の状況や一次貸付の返済状況のモニタリング

については審査時にその期間や方法について関係者で合意し、モニタリングのシステ

ムを確立しておくことが望ましい。 

 

BOX: ツーステップローン事業の波及効果の検証結果 

平成 24 年度案件別事後評価のうち、有償資金協力のインド「中小零細企業・省エネ支援

事業」、スリランカ「小企業育成事業（III）」及びベトナム「中小企業支援事業（II）」を対

象に、ツーステップローン事業の波及効果について検証を行った。主な調査項目は、以下

の 3 点である。 

 各国におけるビジネス・ディベロップメント・サービス（Business Development Service、 

以下「BDS」）のマーケットの発展度合と対象案件との関連性24 

 ツーステップローン事業が有する政策的・金融的なマクロ効果 

 エンドユーザーが属するサプライチェーンを通じた、現地日系企業の裨益効果の有無 

1．BDS の発展度合とツーステップローン事業との関連性 

3 カ国における BDS 市場の発展度合いと BDS プロバイダーの特徴は次の通りである。 

ベトナムでは、BDS のシェアは GDP の 1.5％程度であり、BDS プロバイダーの主要な業

務は、顧客紹介・市場開発の支援、企業間の人脈形成、政府の規則・ルールに関するアド

バイス、研修、マーケティング・経営戦略・経営管理のコンサルティング、財務諸表の作

成支援などである。BDS は国営機関や職業・経済団体によるものが先行していたが、質に

は課題もあった25。最近は、民間企業の BDS プロバイダーも少しずつ増加しており、比較

                                                        
24 本詳細分析においては、BDS を以下のように定義した。基本的に BDS とは、企業が成長し競争
力を持つようになるのを手助けするためのサービスであり、研修・コンサルティング・マーケティ
ング支援・情報提供・法律会計サービス・技術開発・普及などを含むが、財務的な支援は除外して
いる。（「鉱工業プロジェクトフォローアップ調査報告書」（国際協力事業団、2003 年 8 月）、p.87
より） 
25 聞き取り調査によると、国営機関や職業・経済団体などによるセミナーやコンサルティングの内
容は、非常に基礎的なものであり、実用性に欠けるという声が多かった。これに対し、民間 BDS
プロバイダーは社員に MBA 保有者も多く、国際的な基準のサービスが提供されているとのことで
ある。 
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的大規模な企業に対する質の高いサービスが提供され始めている。インドの BDS プロバイ

ダーには、政府機関・経済団体・民間企業・研究機関・NGO・個人など多様なアクターが

おり、その提供サービスも、経理やマーケティング、輸出手続の支援、研修など様々な分

野にわたる。インド小企業開発銀行（Small Industries Development Bank of India: SIDBI）が

運営するウェブポータルに登録された BDS プロバイダーは 1 万 4,000 社を超えている。ス

リランカでは、全国の BDS プロバイダーは 300 社から 500 社といわれ、国営・民間・NGO

に大別される。提供サービスの種類に大きな差はないものの、価格や品質については大き

なばらつきがある。 

 次に、ツーステップローン事業のエンドユーザー企業と BDS の関わりについて、3 カ国

全体の状況をみると、エンドユーザー企業による BDS の活用度は高くないものの、活用し

た企業はサービスは効果的であったと回答している。また今まで活用していない企業を含

め今後活用したいとの意見が聞かれた。ベトナムにおいては一定数の BDS が存在するもの

の、質問票調査によるとエンドユーザー企業 50 社中、事業実施にあたり BDS（民間企業）

に相談すると回答したのは 1 社のみで、大多数の企業にとって BDS はこれまでの成長のた

めに不可欠ではなかった。ただし、今後 BDS を活用することに関心はあるとの意見も少な

くない。インドでも、会計や税務などの日常的に利用されている業務処理サービスを除く

と、経営改善のための BDS サービスの利用は限られている（質問票調査では 45 社中 8 社

が利用と回答）。中小零細企業が BDS の存在やアクセス方法を知らないことが利用の大き

な妨げになっている。一方で、BDS を利用したことがないエンドユーザー企業の半数以上

が今後活用することに関心があると答えている。スリランカにおいても、質問票調査で確

認した BDS サービスの利用度は 50 社中 3 社のみと低く、その理由には、中小零細企業が

BDS の内容やアクセス方法をよく知らないという問題があった。しかし、ある程度事業が

安定したら BDS を活用したいという意見が多かった。 

なおベトナムとスリランカでは、JICA による BDS プロバイダー支援の関連事業が実施さ

れたが、事業間で連携した取り組みなどはなされておらず、それぞれが個別に実施された

ため、ツーステップローン事業との相乗効果は特になかった。インドにおいては、JICA の

BDS プロバイダー関連事業そのものが実施されていない。 

このように BDS が伴っていなくともツーステップローン事業は（個別の事業評価で確認

されたように）一定の効果をあげている。ただし、3 カ国ともに中小企業の BDS に対する

ニーズがないわけではなく、今後中小企業が BDS を積極的に活用し経営の質を高めるポテ

ンシャルは残されている。おおむね共通して留意すべき要素としては、①一定の成長を遂

げた中小企業には BDS サービスへのニーズがある、②BDS の利用による一定の効果は確認

されている、③ニーズのある中小企業と BDS プロバイダーのマッチングが不十分であるが、

企業側に BDS 活用への関心があるため、それを改善することが可能である、の 3 点が挙げ

られる。 

2．マクロ政策とツーステップローン事業 

対象 3 事業でのツーステップローン実施による政策的な波及効果について金融政策の担
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当者に対する聞き取りを行ったが、インドとスリランカではそうした効果は見られなかっ

た。ベトナムでも政策面で明確な効果は与えていないと思われるが、財務省や計画投資省

によれば、最近具体化した「中小企業振興基金」構想には JICA のツーステップローン事業

の成功が一定の影響を与えたようである。 

ツーステップローン事業に参加していない金融機関による中小企業融資拡大といった効

果は、いずれの国でも特に確認できなかった。なお、民間金融機関による同様のサービス

と比較すると、ツーステップローン事業による融資は、インドの融資が省エネ機器調達へ

の投資に限定されていることを除き通常の企業向け融資と特に変わったスキームではない

が、ベトナムとインドでは金利が比較的低いこと、スリランカでは返済期間が長いところ

に優位性があった。 

3．ツーステップローン事業の現地日系企業への裨益効果 

3 カ国のうちスリランカでは、エンドユーザーのサプライチェーンに現地日系企業は存在

しない。ベトナムとインドでは、エンドユーザー企業への質問票調査で彼らのサプライチ

ェーンに現地日系企業のあることは確認できたが、現地日系企業がエンドユーザーの顧客

であるケースは数えるほどしかない。結論として、ツーステップローン事業からの日系企

業の裨益は十分には確認できなかった。 

 

以上
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主要計画／実績比較  

項  目  計  画  実  績  

①� ア ウ ト

プット  

  

（1）融資スキーム 

 

借入人である SIDBIからエンド

ユーザーに対する転貸を通じ

たツーステップローンあるい

は SIDBIから仲介金融機関を介

して転貸するスリーステップ

ローン。 

計画どおり  

 

 

（2）融資条件   
a) 融資対象サ

ブプロジェ

クト 

 

本事業のために作成され、本

事業の融資対象として認め

られる省エネ機器・活動リス

トに掲載されている設備な

どへの投資。 

計画どおり  

 

b) 融資適格エ

ンドユーザ

ー 

 

インド中小零細企業省が定

める定義に基づき零細企

業・小規模企業・中規模企業

のいずれかに分類される企

業。 

計画どおり  

 

 

c) 業種 

 

特に制限なし。エネルギー多

消費産業が中心。但し、武器、

麻薬取引、その他非合法な業

種は除く。 

計画どおり  

 

d) 対象地域 インド全域 計画どおり  

e) 仲介金融機

関 

SIDBI が融資適格と認める金

融機関に限る。 
計画どおり  

 

f) 融資条件 

 

金利や返済期間の条件など

については、原則として

SIDBI または仲介金融機関に

より自由に設定される。 

金利：SIDBI の通常融資にお

ける優遇貸付金利と比して 1

～2％程度低い金利。 

返済期間：10 年程度を上限に

融資返済期間が設定される

見込み。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 金利（%）  返済期間

（最長）  

SIDBI 9.5-11.5 7年  

IREDA 11.5-13.75 10年  

APSFC 13-14 8年  

DFC 12.25 4.7年  

（ 56ヶ月） 

KSFC 12.25-12.5 6年  

TIIC 12.25-13.25 7年  

WBSFC 11-13.25 5年  

SB 11.5-13.5 7年  

*上記融資条件は事業期間中の情報  
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（3）技術支援 

 

 中小零細企業の省エネへの

取り組みに対する啓発活動 

 省エネ機器・活動リストの作

成・更新 

 環境社会面の影響モニタリ

ング支援 

 省エネ効果の算定 

 実施機関・仲介金融機関の省

エネなど融資審査能力強化 

 CDM 適用関連手続き支援 

計画どおり  

②期間  

 

 

2008年10月～  

2011年9月  

（36ヶ月）  

2008年11月～  

2010年11月  

（25ヶ月）  

③事業費  

  外貨  

  内貨  

 

  合計   

  うち円借款分  

  換算レート  

 

30,093百万円  

1,500百万円  

（591百万ルピー）  

31,593百万円  

30,000百万円  

1ルピー＝2.54円  

（2008年6月現在）  

 

30,093百万円  

1,135百万円  

（591百万ルピー）  

31,228百万円  

30,000百万円  

1 ルピー＝1.92円  

（2008年11月～  

2010年11月平均）  

 

以 上  

 

 

 

 


